
一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年    月    日
   （宛先）
 　社会福祉法人　明日佳
　　　理事長　小野寺　眞悟　様

                               申　請　者

                                    住        所

                                　　商号又は名称

                                  　職 　氏 　名

　　　　　　　　　　　　　　　　※　代表者印等の押印は不要です。

                                 （ 担当者氏名 　　　　　　　　　　　　　　　）
                                 （ 電話番号 　　　　　　　　　　　　　　　　）
                                 （ 電子メールアドレス 　　　　　　　　　　　）


　令和8年6月1日付公告のあった「多機能型事業所ワークトピアあすか」改造工事の一般競争入札に当たっては、添付書類を添えて入札参加資格の確認を申請します。なお、この申請書及び添付書類の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

                                          記

１．入札参加資格
　(1)　札幌市内に本社、本店及び支店を有し、令和7・8年度各都道府県の競争入札参加資格者名簿の入札参加資格の建築格付等級が「A」以上であること。
　(2)　申請書の交付時点から落札決定時において、各都道府県の規程による入札参加停止の措置を受けている期間中でないこと。
(3)　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しないものであること。
　(4)　会社更生法による更生手続き開始の申立がなされている者又は民事再生法による再生手続き開始の申立がなされている者等経営状態が著しく不健全な者でないこと。
　(5)　入札の適正さが阻害されると認められる次に掲げる一定の資本関係又は人的関係にある者が同一入札に参加してないこと(特定共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く)。
(6)　本工事に係る設計業務等の受託者(受託者が共同企業体である場合においては、当該共同企業体の構成員をいう。以下「受託者」という。) でないこと。
(7)　受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資をしている者でないこと。
(8)　代表権を有する役員が受託者の代表権を有する役員を兼ねていないこと。
(9)　次に揚げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に配置できること。
①　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。
②　一般競争入札参加資格確認申請書等の提出日以前に申請者と3か月以上の雇用関係にある者。
(10)　現場代理人を当該工事現場に常駐させることができること。
(11)　当法人の理事等と業者間に特別の利害関係(租税特別措置法施行令第25条の1第6項第1号に規定する親族等の関係にある者をいう。) がないこと。
(12)　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例(平成25年2月26日札幌市条例第6号。以下「条例」という。) に基づき、次に掲げるものでないこと。
　　ア　役員等（申請者が個人である場合にはその者を、申請者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、申請者が団体である場合は代表者、理事等をいう。以下同じ。）が暴力団員（条例第2条第2号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者
イ　暴力団（条例第2条第1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。
ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。
オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者。
(13)　特定建設共同企業体で入札参加しようとする者は、代表者及び構成員において(1)から(13)のすべての条件を満たしていること。


２．入札参加資格確認資料

□ 一般競争入札参加資格確認申請書※本書
□ 申出書
□ 配置予定技術者調書及び資格を確認できる書類
(管理技術者資格者証、技術検定合格証明書の写し等)
□ 特定関係調書
□ 建設業許可通知書(写し)
□ 競争入札参加資格認定通知書(写し)
□ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(写し)
□ その他必要と認める書類（＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）



注1　添付した資料については、資料名の左の□にチェックすること
注2　その他の資料を添付した場合はその資料名を記載すること


特　定　関　係　調　書

						年　　月　　日
　社会福祉法人　明日佳
理事長　小野寺　眞悟　様							

					申請者				
					住所				
					商号又は名称				
					代表者氏名				
					（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）				
									
　　　　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。									
記
									
　１　発注工事に係る設計業務等の受託者との特定関係　　〔　　　　　　　〕
									
　２　他の「競争入札参加資格者」との間における特定関係〔　あり・なし　〕
									
　 (1)　資本関係がある他の資格者									
 　　 ア　親会社の関係にある他の資格者									
	登録番号
	

	商号又は名称
	

	所在地(市町村名)
	

	備考	

	


　									
 　　 イ　子会社の関係にある他の資格者									
	登録番号
	

	商号又は名称
	

	所在地(市町村名)
	

	備考	

	



　    ウ　親会社を同じくする子会社の関係にある他の資格者									
	登録番号
	

	商号又は名称
	

	所在地(市町村名)
	

	備考	

	


									
	※ウに係る親会社については、建設業者・資格者に限らない。								
									
 　(2)　人的関係がある他の資格者									
	登録番号
	

	商号又は名称
	

	所在地(市町村名)
	

	氏名
	

	自社役職名
	

	他社役職名
	



注１　１については「発注工事に係る設計業務等の受託者と特定関係がない」ことが参加資格の要件となるため、特定関係がないことを確認の上、〔　　　〕に「なし」と記載し申告すること。									
　２　２はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。									
　３　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本工事の入札の公告等で表示されている競争入札参加資格（格付のある資格の場合は、格付及びみなし格付を含む。）を有する者を記入すること。									
　　　そのため、本工事の入札の公告等で表示されている資格以外の資格を有する者については、記載する必要はない。									
　４　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成している場合についても同様に記載すること。									
  　  ただし、申請者が共同企業体の代表者以外の構成員である場合は、他の共同企業体の代表者以外の構成員については記載する必要はない。									
　５　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「主たる営業所が存する市町村名」を、道外の資格者は「主たる営業所が存する都府県名」を記載すること。									
　６　当該調書提出後、入札執行までの間において新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、その都度提出すること。



申　　出　　書

　　　　年　　月　　日

社会福祉法人　明日佳
理事長　小 野 寺 眞 悟　様

住　　　所
会　社　名
代表者氏名

私は、令和８年６月１日付けで入札公告のありました、「多機能型事業所　ワークトピアあすか」改造工事に係る競争入札参加資格のうち、下記の事項について事実と相違ないことを申し出ます。

記

1. 各自治体の規定に基づく指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

2. 会社更生法による更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法による再生手続き開始の申立てがなされている者等経営状態が著しく不健全な者でないこと。
